
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

16 12 100 必要性 3 有効性 2 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 2 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 回 数 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 16 12 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 数 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 16 12 100

□ （ 人 ） （ 回 数 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

0 0 必要性 2 有効性 2 達成度 2 効率性 2 必要性 2 有効性 2 達成度 2 効率性 2

（ 円 ） （ 回 ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 0 0

上乗 □ （ 円 ） （ 回 ） （ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 0 0

□ （ 円 ） （ 回 ） （ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

337 1 必要性 2 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 2 有効性 3 達成度 3 効率性 3

（ 戸 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 340 1 100

上乗 □ （ 戸 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 340 1 100

□ （ 戸 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

337 21 80 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

（ 戸 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 340 25 90

上乗 □ （ 戸 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 340 25

□ （ 戸 ） （ 件 ） （ ％ ）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

農業委員会に関する法律

全額補助 一部補助有 市全額

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

努力義務的

農業委員会に関する法律
東久留米市農業委員会事務処理規程

全額補助 一部補助有 市全額

1,483 1,890

参加した研修
等の件数

1,487 1,940

東京都農業会議
参画事業

手段
・

内容
農業委員及びその職員に対する研修

403 1,513 1,916

意図

407

研修等の開催件
数

都市農業の推進

全額補助 一部補助有 市全額

453

市独自上乗せ（上乗・横出）

農業者世帯へ
の
配布率

発行回数

43 297 340

18-03-04

産業振興課 対象 農地・農業に関わる市民

農家戸数

手段
・

内容
農業者の情報誌を発行

43 302 345

意図
市の農業行政及び農業委員会活動等
の
情報を農業者に伝える。 23 296 319

0 0 0

18-03-03

産業振興課 対象 農業者・市民

農家戸数

農業委員会だより
発行事業

0 0

農業委員会
会長交際事業

手段
・

内容
農業委員会会長の交際費用

0 0 0

意図
各農業組織との情報交換は不可欠
である。

11,865 21,530

総会開催数

18-03-02

産業振興課 対象 農業委員会会長

必要となった
交際費用

交際費を要する
会議・交流会の
回数

0

11,889 20,579

農業委員会事務

手段
・

内容

農業委員１６名により「東久留米市
農業推進計画」の基本目標を推進す
る。

9,405 12,110 21,515

意図

9,665

18-03-01

産業振興課 対象
農業者及び農地・農業に関わる
市民・農業委員

委員定数 総会開催数

都市農業をどのようにして守ってい
く
かが、首都圏では重要な課題であ
る。
農地の持つ多面的機能を、農業者及
び
市民に認識させる。

根拠
法令
等

自主的 義務的

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

8,690
説明欄：
効率的な事務の執行に努め、事務経費等の
縮小を図る。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

生業としての農業環境の維持

事務事業全体

8,690

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：
農業委員会の代表として各種農業団体の会
議に出席し、情報交換や他団体との交流を
深めることができ、その必要性は高い。

0

0

説明欄：
効率的な事務の執行に努め、事務経費等の
縮小を図る。

9,405

9,665

43
説明欄：
農政改革により農地法等の改正がある場合
や、農業委員会の活動計画など、農業者へ
の重要な情報を周知する手段として定着し
ている。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

0
説明欄：
農業委員会の代表として各種農業団体の会
議に出席し、情報交換や他団体との交流を
深めることができ、その必要性は高い。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：
農業生産力の向上及び農業経営の合理化、
後継者や認定農業者の育成など、東京都農
業会議の果たしている役割は大きく、賛助
会員として加入することは意義がある。403

407

説明欄：
農政改革により農地法等の改正がある場合
や、農業委員会の活動計画など、農業者へ
の重要な情報を周知する手段として定着し
ている。43

23

453
説明欄：
農業生産力の向上及び農業経営の合理化、
後継者や認定農業者の育成など、東京都農
業会議の果たしている役割は大きく、賛助
会員として加入することは意義がある。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

18-03

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

豊かな出合いでにぎわうまち 施策番号・名 18 地域産業の振興 基本事業番号・名

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態) 事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

生業としての農業環境の維持

事務事業全体

18-03

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

豊かな出合いでにぎわうまち 施策番号・名 18 地域産業の振興 基本事業番号・名

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

12 3 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 12 3 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 12 2 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

3 10 10 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 3 10 10

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3 10 10

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

10 25 100 必要性 3 有効性 2 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 2 達成度 3 効率性 2

（ 団 体 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 9 20 100

上乗 □ （ 団 体 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 7 21 100

□ （ 団 体 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

25 134 25 必要性 2 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 2 有効性 3 達成度 2 効率性 2

（ 戸 ） （ 戸 ） （ 戸 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 27 149 27

上乗 □ （ 戸 ） （ 戸 ） （ 戸 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 25 134 25

□ （ 戸 ） （ 戸 ） （ 戸 ）

説明欄：

説明欄：
行財政改革アクション
プラン（補助金等の適
正化）→事業内容、決
算等の検証

説明欄：

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

(市）生分解マルチシート購入費補助金交
付要綱

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

(市）農業連絡協議会補助金交付要綱

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

315 593 908

環境に配慮し
た農業を行っ
た農家数鵜

594 894

環境保全型農業推進
支援事業

手段
・

内容

生分解マルチシート・性フェロモン
剤の購入費補助

300 605 905

意図
環境にやさしい農業を推進してもら
う。

593 1,761

事 業 に 参 加
し 、 成 果 の
あった農業者
数/各事業参加
農業者数

18-03-08

産業振興課 対象 農業者

環境保全推進
農家

購入した
マルチシート・
フェロモン剤
の個数

300

594 1,704

農業関係団体活動支
援
事業

手段
・

内容

各業種の組合等に補助金の交付をす
る。

1,110 605 1,715

意図

1,168

講演会・視察
研修会回数

各業種の農業者１人１人が研修・講
習
会に参加し、農業技術の向上等を図
る。

全額補助 一部補助有 市全額

1,110

市独自上乗せ（上乗・横出）

成果の見込め
た会議の開催
数

会議の開催数

70 3,566 3,636

18-03-07

産業振興課 対象 農業関連団体

農業関係団体
数

手段
・

内容
農業行政事務

73 3,633 3,706

意図 他自治体等との情報交換は不可欠

77 3,559 3,636

208 98 306

名簿等の回収
率

18-03-06

産業振興課 対象 農政事務職員

農政事務職員
数

農政事務連絡会議
参画事業

99 238

農業に関する調査事
業

手段
・

内容

農業委員会選挙人名簿の申請・回
収。
農家アンケート・その他農業情報に
係る資料を配布。

139 100 239

意図
市における農業振興の円滑な推進を
図るための調査やアンケートを行う
場合、協力員を依頼する。

18-03-05

産業振興課 対象 東久留米市農業振興協力員

協力員数 依頼回数

139 139
説明欄：
農業委員選挙人名簿の申請書の回収率を高
めるためには、農業振興協力員による対応
が効率的・効果的である。
市における農業振興の円滑な推進を図るた
めの調査やアンケートを行う場合、協力員
を依頼する。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：
農政に関する国や東京都の制度説明、農地
法等の法制度改正、農政に関する各種調査
など、農政事務を処理するための情報収集
に必要となっている。73

77

説明欄：
農業委員選挙人名簿の申請書の回収率を高
めるためには、農業振興協力員による対応
が効率的・効果的である。
また、市における農業振興の円滑な推進を
図るための調査やアンケートを行う場合、
協力員を依頼する。

139

208

1,110
説明欄：
各農業団体の育成、発展などの観点から農
業連絡協議会に引き続き支援を行ってい
く。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

70
説明欄：
農政に関する国や東京都の制度説明、農地
法等の法制度改正、農政に関する各種調査
など、農政事務を処理するための情報収集
に必要となっている。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：
環境に配慮した農業経営を取り入れてもら
うための誘導策として、ある程度浸透する
までは市において支援を行う必要がある。

300

315

説明欄：
各農業団体の育成、発展などの観点から農
業連絡協議会に引き続き支援を行ってい
く。

1,110

1,168

300
説明欄：
環境に配慮した農業経営を取り入れてもら
うための誘導策として、ある程度浸透する
までは市において支援を行う必要がある。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態) 事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

生業としての農業環境の維持

事務事業全体

18-03

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

豊かな出合いでにぎわうまち 施策番号・名 18 地域産業の振興 基本事業番号・名

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

19 10 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 19 10 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 19 10 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

3 5,000 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

（ 団 体 ） （ 袋 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 3 5,000 100

上乗 □ （ 団 体 ） （ 袋 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 3 5,000 100

□ （ 団 体 ） （ 袋 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

49 8 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 49 14 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 49 3 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

337 9 100 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2

（ 戸 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

説明欄：

説明欄：

説明欄：
行財政改革アクション
プラン（補助金等の適
正化）→事業内容、決
算等の検証

説明欄：
行財政改革アクション
プラン（補助金等の適
正化）→事業内容、決
算等の検証

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

(市）認定農業者補助金交付要綱

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

策定会議等に
参加した回数

策定会議等

2,102 1,983 4,085

手段
・

内容
東久留米市農業振興計画策定

0

意図
農業のおかれている現状を把握し問
題点を明確にして、農業生産の振興
と都市環境の調和した確立を図る。 0

100 988 1,088

事業等に参加
した回数

18-03-12

産業振興課 対象 農業関係者及び市民

農家戸数

農業振興計画策定事
業

991 1,091

認定農業者補助事業

手段
・

内容
補助金の交付

100 1,009 1,109

意図
認定農業者の活動を活性化し、東久
留米市の農業振興に寄与する。

237 987

有機堆肥を使
用して化学肥
料が減尐した
農家数/有機堆
肥を使用して
いる農家数

18-03-11

産業振興課 対象 東久留米市営農振興会及び果樹組合

認定農業者数
事業及び視察研
修の実施回数

100

237 937

有機農業推進支援事
業

手段
・

内容
補助金の交付

700 242 942

意図

750

有機堆肥数

化学肥料を極力おさえ、安心で安全
な農産物の供給を図る。

全額補助 一部補助有 市全額

700

（市）有機農業推進事業補助金交付要綱

参加し成果の
あった会議等
回数
/会議等回数

開催回数

154 1,486 1,640

18-03-10

産業振興課 対象 東久留米市営農振興会及び果樹組合

有機堆肥購入
事業を行って
いる団体数

手段
・

内容

負担金の支出、研修講習会、検討会
への参画

154 1,513 1,667

意図

農業委員会が円滑に活動できるよ
う、
情報交換・調査研究をし北多摩地区
の
農業の発展を図る。

139 1,483 1,622

18-03-09

産業振興課 対象 農業委員及び事務局職員

農業委員及び
事務局職員

北多摩地区農業委員
会参画事業

154
説明欄：
農業委員会活動を円滑に進めるために、北
多摩地区の連合会に加盟し、そこで得られ
る情報や他団体との交流は必要である。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：
有機堆肥を使用して安全で安心な農産物を
消費者に供給することは、食の安全を守る
ために欠かせないことであり、今後も市に
おいて支援を行う必要がある。700

750

説明欄：
農業委員会活動を円滑に進めるために、北
多摩地区の連合会に加盟し、そこで得られ
る情報や他団体との交流は必要である。

154

139

100
説明欄：
認定農業者を対象に研修等を実施すること
は、市の農業振興に大きく寄与するもので
あり、市において支援を行う必要がある。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

700
説明欄：
有機堆肥を使用して安全で安心な農産物を
消費者に供給することは、食の安全を守る
ために欠かせないことであり、今後も市に
おいて支援を行う必要がある。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：
認定農業者を対象に研修等を実施すること
は、市の農業振興に大きく寄与するもので
あり、市において支援を行う必要がある。

100

100

2,102
説明欄：
本事業により農業のおかれている現状、問
題点が明確になったことで、農業生産の振
興と都市環境の調和に役立てることができ
る。
（単年度事業）

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：
本事業により農業のおかれている現状、問
題点が明確になったことで、農業生産の振
興と都市環境の調和に役立てることができ
る。
（単年度事業）

東久留米市


